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研究要旨 わが国のさまざまな病院における認知症の実態を明らかにする必
要があり、来年度以降本研究班において全国調査が予定されている。全国調
査の基礎資料として、がん専門病院における認知症への対応の実態を知るた
めに、国立がん研究センター中央病院において認知症または軽度認知機能障
害の診断にて介入されたケースを後方視的に調査した。2014 年の 1年間で介
入されたケースは合計 29 例であり、予測される有病率に比べて低いことが明
らかになった。 

 
 
A．研究目的 
 わが国のさまざまな病院における認知症の
実態を明らかにする必要があり、来年度以降
本研究班において全国調査が予定されている。
全国調査の基礎資料として、がん専門病院に
おける認知症への対応の実態を知ることを目
的に研究を行った。 
 
 
B．研究方法 
 2014 年 1月 1日から 12月 31 日までの期間
において、国立がん研究センター中央病院精
神腫瘍科に紹介となり、認知症あるいは軽度
認知機能障害の診断にて介入が開始された症
例について、臨床データベースを後方視的に
解析することにより検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は既存のデータベースの後方視的検

討であり、患者に対する侵襲はなく、個人が
特定されるような情報は用いていない。 
 
 
C．研究結果 
期間内に紹介となった認知症患者は 19 名、

軽度認知機能障害が 10 名であり、合計 29 名
であった。外来診療中の患者 4 名、入院治療
中の患者 25 名であった。認知症の病型につい
ては、特定不能が最も多く 10 名であり、アル
ツハイマー型認知症が 5 名、脳血管性認知症
が2名、脳腫瘍に伴う認知症が2名であった。
年齢の平均値は 72.1、がん腫は最も多かった
のが大腸がん 7 名、胃がん、脳腫瘍、泌尿器

科領域がそれぞれ 5 名であった。身体活動度
については 29 名中 21 名が良好であった。 
 
 
D．考察 
当院において治療を受ける患者は比較的若

年のものが多く、認知症患者の割合が他の病
院に比べて少ないのかもしれないが、介入さ
れた患者数は実際の有病率に比べると少ない
と思われる。 
 
 
E．結論 
当院において認知症に対して介入された症

例は少数にとどまった。認知症が見落とされ
ている事例も多いと推測され、認知症を適切
にスクリーニングして対応する必要性が示唆
される。 
 
 
F．健康危険情報 
特記すべきことなし。 

 
 
G．研究発表 
論文発表 

本研究に関してはなし。 
 
学会発表 

本研究に関してはなし。 
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H．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 
1．特許取得 
 なし。 
2．実用新案登録 
 なし。 
3．その他 

特記すべきことなし。 


